
令和４年５月定例県議会

島 根 県





第４８１回島根県議会提出議案等一覧

Ｒ４．６．１０提案分

議 案 名区 分 議案No

令和４年度島根県一般会計補正予算（第３号）議 案 予算案 ８３

(１件)(１件)

令和３年度島根県一般会計予算繰越明許費繰越計算書報 告 報告11

(４件)

令和３年度島根県一般会計予算事故繰越繰越計算書報告12

令和３年度島根県臨港地域整備特別会計予算繰越明許費繰越計算書報告13

令和３年度島根県営住宅特別会計予算繰越明許費繰越計算書報告14

－1－



令和４年度５月補正予算案(６月１０日追加提案分)について

１ 概 要

国の総合緊急対策を受け、早急に対応すべきコロナ禍における原油価格・

物価高騰対策について措置し、総額 を計上する。３２億円

主な補正項目

① 農林水産業への支援 ８７４百万円

・ エネルギー効率の高い農業用ハウスの整備や、林業及び水産

業における省エネルギー機器等の導入を支援

・ 経営に影響を受けている農業者・漁業者向けに低利な融資制

度を創設

・ 飼料価格高騰の影響を受けた畜産農家の経営継続と経営改善

の取組を支援

② ものづくり産業への支援 ４５６百万円

・ 生産プロセスの変革やサプライチェーン再構築への対応等の

ための設備投資等を支援

エネルギーコスト削減効果の高い設備投資等を支援・

③ 飲食・商業・サービス業等への支援 ３５０百万円

・ 新事業の のための設備投資等を支援展開による収益確保

エネルギーコスト削減効果の高い設備投資等を支援・

④ 公共交通事業者への支援 １７７百万円

・ 県民生活を支えるため事業継続が求められる県内の公共交通

事業者に対し、燃料費の一部を支援

⑤ 学校等への支援 １２４百万円

・ 県立学校等における光熱費を増額

・ 県立学校における学校給食費等を支援

⑥ 生活困窮者対策の強化 ９百万円

・ 市町村が行う生活困窮者対策の取組を支援
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⑦ 原油価格・物価高騰対策調整費 ５００百万円

原油価格・物価高騰対策に機動的に対応するため、枠予算を設・

定

（注）主な補正項目の金額には、制度融資に係る金融機関への預託額を含まない。

２ 令和４年度一般会計歳入歳出予算

５月補正後予算額（5/26提案後） (ａ) ４，８７７億円

５月補正予算額（6/10追加提案分） (ｂ) ３２億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ４，９０９億円

＊対前年度同期比 １０３．１％

【参考】令和３年度６月補正後予算額 億円4,760

３ 財 源

 国庫支出金 ２５億円

うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

２５億円

 その他の歳入 ７億円

合 計 ３２億円
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補 正 項 目
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

１ 燃油価格・農業資材 150,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、エ 農林水産部

［ ］高騰総合緊急対策ハ ネルギー効率の高い施設園芸や肥料低減につ 農業経営課

ウス整備事業 ながる有機農業を推進するため、農業用ハウ

ス等の整備を支援

［助成対象者］

認定新規就農者、認定農業者、集落営

農法人等のうち、有機農業または施設園

芸に取り組む農業者

［助成率］

・国事業活用の場合 1/4

・国事業活用しない場合 1/3

２ 林業・木材産業省エ 100,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、安 農林水産部

［ ］ネ機器等導入緊急支 定した木材生産体制を整備するため、省エネ 林 業 課

援事業 ルギー・省コスト機器等の導入を支援

［助成対象者］

林業事業体、木材流通加工業者、苗木

生産者等

［助成内容］

①原木生産：高性能林業機械等

②木材流通加工：木材乾燥施設等

③苗木生産：トラクター等

［助成率］1/2

３ 水産業省エネ機器等 50,000 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、漁 農林水産部

［沿岸漁業振導入緊急支援事業 業経営の強化を図るため、省エネルギー・省

興課］コスト機器等の導入を支援

［助成対象者］

認定漁業者、認定新規漁業者等

［助成内容］

①省エネ機器導入：ソナー等

②省エネ漁法導入：延縄等

③スマート漁業導入：潮流計等

［助成率］1/2
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(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

４ 新型コロナウイルス 4,227 新型コロナウイルス感染症や原油価格・物 農林水産部

[農業経営課]感染症及び原油価格 価高騰により経営に影響を受けている農業者

[沿岸漁業振・物価高騰対策資金 ・漁業者向けに、低利な融資制度を創設

興課]（農業者、漁業者向 ［融資枠］

け） 農業者10億円、漁業者2.5億円

［資金使途］

運転資金

［融資期間］

15年以内

（据置期間３年以内を含む）

［融資限度額］

・新型コロナウイルス感染症による売上

減及び原油価格・物価高騰の両方の影

響を受けている場合

年間経営費の18/12または粗収益の

18/12のいずれか低い額（簿記記帳を

行っていない場合は1,800万円まで）

・新型コロナウイルス感染症による売上

減または原油価格・物価高騰のいずれ

か一方のみの影響を受けている場合

年間経営費の12/12または粗収益の

12/12のいずれか低い額（簿記記帳を

行っていない場合は1,200万円まで）

［融資利率］

・農業者 年0.1％（ＪＡしまねの支援に

より当初５年間は無利子）

・漁業者 年0.1％（ＪＦしまねの支援に

よりＪＦしまね申込分に限り全期間

年0.05％）

［保証料率］

①既に日本政策金融公庫から借入してい

る者

・農業者、漁業者とも 年０％

②上記①以外の者

・農業者 年0.2％

・漁業者 年0.71～1.09％

※既存の新型コロナウイルス感染症対策資

金（農業者、漁業者向け）を廃止し、本

資金を創設

（支援規模）

金額 43,215

現年度分 4,227

保証料補給 4,227

後年度分(債務負担) 38,988

保証料補給 38,988

－5－



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

５ 畜産経営緊急支援事 570,012 飼料価格高騰の中、畜産の生産基盤を維持 農林水産部

［農畜産課］業 するため、経営継続と経営改善の取組を支援

①経営継続支援（567,512千円）

［支援内容］

令和３年10月～12月の配合飼料価格安

定制度適用後の農家負担額を基準に、こ

れを超える同制度適用後の農家負担額の

1/2を交付単価として、配合飼料（自家配

合を含む）の使用量に応じて定額で交付

［事業実施主体］

ＪＡしまね

［支援対象者］

配合飼料(自家配合を含む)を500kg/月

以上利用する畜産農家

［算定対象期間］

令和４年１月～12月

②経営改善支援（2,500千円）

［支援内容］

飼料成分分析に基づく効率的な飼料給

与方法など、畜産農家の経営改善指導等

に必要な経費の一部を支援

［事業実施主体］

飼料メーカー、ＪＡしまね、島根県畜

産振興協会等

［支援対象者］

配合飼料(自家配合を含む)を500kg/月

以上利用する畜産農家

［助成率］1/2
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(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

６ ものづくり産業生産 253,200 原油価格・物価高騰の影響を受けている製 商工労働部

［ ］プロセス変革等支援 造業者の生産プロセスの変革やサプライチェ 産業振興課

事業（原油価格・物 ーン再構築への対応等による収益確保のため

価高騰対策分） に必要な設備投資等を支援

［助成率］1/2（小規模事業者は2/3）

［助成額］50～1,000万円

７ ものづくり産業エネ 203,200 エネルギー価格高騰の影響を受けている製 商工労働部

［ ］ルギーコスト削減対 造業者が取り組むエネルギーコスト削減効果 産業振興課

策緊急支援事業 の高い設備投資等を支援

［助成率］1/2（小規模事業者は2/3）

［助成額］40～500万円

８ 飲食・商業・サービ 50,000 原油価格・物価高騰の影響を受けている飲 商工労働部

［ ］ス業新事業展開支援 食、商業及びサービス業の事業者が取り組む 中小企業課

事業（原油価格・物 新事業の展開による収益確保のために必要な

価高騰対策分） 設備投資等を支援

［助成率］1/2（コロナ資金を利用している

場合は2/3）

［助成額］40～200万円

９ 飲食・商業・サービ 300,000 エネルギー価格高騰の影響を受けている飲 商工労働部

［ ］ス業等エネルギーコ 食・商業・サービス業等の事業者が取り組む 中小企業課

スト削減対策緊急支 エネルギーコスト削減効果の高い設備投資等

援事業 を支援

［助成率］1/2（コロナ資金を利用している

場合は2/3）

［助成額］40～200万円
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(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

10 公共交通事業者に対 177,359 新型コロナウイルス感染症の影響による利 地域振興部

［ ］する燃料費高騰緊急 用者の減少に加え、原油価格高騰の影響を受 交通対策課

支援事業 ける中、県民生活を支えるため、事業を継続

している県内の公共交通事業者に対し、燃料

費の一部を支援

［助成対象］

高速バス、空港連絡バス、一般路線バ

ス、隠岐汽船、一畑電車

［助成対象経費］

Ｒ４年４月～９月の燃料費高騰相当分

［助成率］

1/2（一般路線バスのうち生活交通確保

対策交付金対象系統は1/3）

※隠岐汽船及び一畑電車へは、関係市町

村との協調により助成

11 県立学校等における 113,259 原油価格高騰の影響を受ける中、児童・生 総 務 部

［ ］光熱費緊急支援対策 徒の学習環境を確保するため、学校等におけ 総 務 課

る光熱費を増額 教育委員会

［ ］［対象］ 学校企画課

［特別支援教県立学校、水産練習船、私立中学校・

育課］高校

12 学校給食等緊急対策 11,125 急激な食材価格等の高騰に対応し、栄養バ 教育委員会

［ ］ランスや量を保った学校給食等が提供できる 学校企画課

［特別支援教よう、学校給食費等を支援

育課］［対象］

特別支援学校12校、松江工業高校（定

時制）
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(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

13 新型コロナウイルス 8,680 市町村が行う、物価高騰に直面する生活困 健康福祉部

[地域福祉課]感染症セーフティネ 窮者支援の取組を強化

ット強化交付金事業 ［実施市町村］

浜田市、大田市

［実施内容］

・民間団体と連携して、地域の実情に応

じた生活困窮者支援を検討するプラッ

トフォームの設置

・民間団体が行う、子ども食堂やフード

バンクなどの活動を支援

［負担割合］

国10/10

14 原油価格・物価高騰 500,000 原油価格・物価高騰対策に機動的に対応す 総 務 部

［ ］対策調整費 るため、枠予算を設定 財 政 課
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（単位：千円）

Ｒ３年度 対前年度比

 補正前の額
５月補正
（第３号）

計（Ａ） ６月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ４ Ｒ３

１ ．県 税 73,003,879 73,003,879 63,726,852 114.6% 14.9% 13.4% 

２ ．地 方 消 費 税 清 算 金 30,638,505 30,638,505 27,518,174 111.3% 6.2% 5.8% 

３ ．地 方 譲 与 税 14,114,000 14,114,000 8,142,000 173.3% 2.9% 1.7% 

４ ．地 方 特 例 交 付 金 374,000 374,000 470,000 79.6% 0.1% 0.1% 

５ ．地 方 交 付 税 183,859,000 183,859,000 184,375,000 99.7% 37.5% 38.7% 

〃 （含臨時財政対策債） (190,833,000) (190,833,000) (207,511,000) (92.0%) (38.9%) (43.6%)

６ ．交通安全対策特別交付金 186,000 186,000 187,000 99.5% 0.0% 0.0% 

７ ．分 担 金 及 び 負 担 金 1,643,283 1,643,283 2,014,026 81.6% 0.3% 0.4% 

８ ．使 用 料 及 び 手 数 料 4,218,654 4,218,654 4,137,698 102.0% 0.9% 0.9% 

９ ． 国 庫 支 出 金 104,122,130 2,491,062 106,613,192 94,413,010 112.9% 21.7% 19.8% 

10 ．財 産 収 入 1,705,467 1,705,467 2,515,105 67.8% 0.3% 0.5% 

11 ．寄 附 金 62,884 62,884 94,271 66.7% 0.0% 0.0% 

12 ．繰 入 金 11,410,531 11,410,531 14,985,452 76.1% 2.3% 3.1% 

13 ．繰 越 金 5,000,711 5,000,711 3,512,973 142.3% 1.0% 0.7% 

14 ．諸 収 入 10,842,888 701,074 11,543,962 10,780,482 107.1% 2.4% 2.3% 

15 ．県 債 46,550,800 46,550,800 59,176,700 78.7% 9.5% 12.4% 

〃 （除臨時財政対策債） (39,576,800) (39,576,800) (36,040,700) (109.8%) (8.1%) (7.6%)

合           計 487,732,732 3,192,136 490,924,868 476,048,743 103.1% 100.0% 100.0% 

１ ．議 会 費 993,375 993,375 970,594 102.3% 0.2% 0.2%

２ ．総 務 費 35,085,000 677,359 35,762,359 31,907,107 112.1% 7.3% 6.7%

３ ．民 生 費 60,989,218 8,680 60,997,898 58,951,044 103.5% 12.4% 12.4%

４ ．衛 生 費 38,995,071 38,995,071 27,251,518 143.1% 7.9% 5.7%

５ ．労 働 費 2,201,407 2,201,407 2,072,636 106.2% 0.4% 0.4%

６ ．農 林 水 産 業 費 41,454,233 1,575,313 43,029,546 43,339,696 99.3% 8.8% 9.1%

７ ．商 工 費 13,680,731 806,400 14,487,131 20,450,075 70.8% 3.0% 4.3%

８ ．土 木 費 69,842,805 69,842,805 68,378,581 102.1% 14.2% 14.4%

９ ． 警 察 費 20,649,986 20,649,986 20,465,536 100.9% 4.2% 4.3%

10 ．教 育 費 91,071,951 124,384 91,196,335 92,299,902 98.8% 18.6% 19.4%

11 ．災 害 復 旧 費 12,441,941 12,441,941 8,726,460 142.6% 2.5% 1.8%

12 ．公 債 費 66,330,390 66,330,390 68,722,375 96.5% 13.5% 14.4%

13 ．諸 支 出 金 33,696,624 33,696,624 32,213,219 104.6% 6.9% 6.8%

14 ．予 備 費 300,000 300,000 300,000 100.0% 0.1% 0.1%

合           計 487,732,732 3,192,136 490,924,868 476,048,743 103.1% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和４年度５月補正予算（第３号）  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

Ｒ４年度 構　成　比

　　歳　　　　入

区                 分
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Ｒ３年度 対前年度比較

補正前の額
５月補正
（第３号）

計（A） ６月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ４ Ｒ３

1．義   務   的   経   費 228,907,578  228,907,578 232,827,177 98.3% 46.6% 48.9% 

  (1) 人         件         費 120,829,962 120,829,962 122,780,102 98.4% 24.6% 25.8% 

  (2) 公         債         費 66,144,196 66,144,196 68,503,350 96.6% 13.5% 14.4% 

  (3) 扶         助         費 41,933,420 41,933,420 41,543,725 100.9% 8.5% 8.7% 

2．普 通 建 設 事 業 費 91,155,418 100,000 91,255,418 89,795,437 101.6% 18.6% 18.9% 

  (1) 補   助   事   業   費 53,808,005 53,808,005 55,097,633 97.7% 11.0% 11.6% 

  (2) 単   独   事   業   費 29,090,329 100,000 29,190,329 26,154,085 111.6% 5.9% 5.5% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,497,587 7,497,587 7,516,407 99.7% 1.5% 1.6% 

 (4) 同級他団体事業負担金 10,000 10,000 10,000 100.0% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 749,497 749,497 1,017,312 73.7% 0.2% 0.2% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 12,150,540  12,150,540 8,464,112 143.6% 2.4% 1.9% 

  (1) 補   助   事   業   費 11,534,303 11,534,303 7,871,684 146.5% 2.3% 1.7% 

  (2) 単   独   事   業   費 408,570 408,570 354,000 115.4% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 186,667 186,667 238,428 78.3% 0.0% 0.1% 

  (4) 受   託   事   業   費 21,000 21,000 0 皆増 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 101,430,677 1,798,820 103,229,497 93,762,783 110.1% 21.0% 19.7% 

5．貸          付         金 7,169,056 701,074 7,870,130 7,032,831 111.9% 1.6% 1.5% 

6．繰          出         金 6,661,388 6,661,388 7,554,926 88.2% 1.4% 1.6% 

7．そ          の         他 40,258,075 592,242 40,850,317 36,611,477 111.6% 8.3% 7.7% 

合           計 487,732,732 3,192,136 490,924,868 476,048,743 103.1% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和４年度５月補正予算（第３号）  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ４年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
                                                                                                  （単位：百万円） 

年度 ６月補正 ９月補正 11 月補正 ２月補正 その他 最終専決後当初 前年比
(％)

H24 527,651 ▲0.9 1,100 3,159 431 
追加提案①      673 
追加提案②   5,363 
(経済対策  4,194)
(給与   1,169)

追加提案③  2,572 
(経済対策  2,572)

30,075 
(経済対策31,325)

追加提案 ▲25,273 

5/14    390 
(雇用基金等)

543,693 

25 531,157 +0.7 558 ①           81 
(災害援護資金    81)

②       32,509 
(災害復旧24,856)

1,150 11,359 
(経済対策13,530)

追加提案 ▲38,451 

7/ 3     42 
(風しん抗体検査)

8/29    900 
(８月大雨災害)

538,588 

26 527,234 ▲0.7 369 3,577 2,794 
追加提案   1,533 
 (給与     924)

①     6,058 
(経済対策 7,315)

②       1,650 
追加提案 ▲32,037 

511,435 

27 529,966 +0.5 279 3,780 追加提案     918 
(給与     918)

12,051 
追加提案 ▲39,671 

533,770 

28 520,219 ▲1.8 437 4,703 
追加提案   16,118 
(経済対策16,118)

3,612 
(経済対策  3,612)

追加提案     414 
(給与     414)

1,804 
(経済対策  1,804)

追加提案 ▲40,171 

505,596 

29 511,771 ▲1.6 315 9,168 
追加提案       608 

43 
追加提案     808 
(給与     808)

13,143 
追加提案 ▲48,663 

485,734 

30 452,000 ▲11.7 
(+0.2)

819 9,235 185 
追加提案     481 
(給与     481)

17,153 
追加提案 ▲19,057 

4/20    202 
(西部地震)

7/20    338 
(７月豪雨災害)

456,410 

R 元 468,654 +3.7 321 9,503 232 

追加提案     410 

(給与     410)

13,235 

(経済対策  13,226)

追加提案 ▲24,851 

3/25    214 

(新型コロナウイルス対策)

465,700 

2 475,019 +1.4 4,390 

(新型コロナウイルス対策

4,390)

追加提案  12,001 

(新型コロナウイルス対策 

12,001)

 20,820 

(新型コロナウイルス対策

10,833)

3,737 

(新型コロナウイルス対策

増額 4,139 

減額 ▲482)

追加提案       4 

(新型コロナウイルス対策 

4)

①      2,096 

(新型コロナウイルス対策 

2,096)

②    25,310 

(経済対策  21,161)

(新型コロナウイルス対策

増額 5,701 

減額▲1,552)

追加提案 ▲24,345 

4/30  6,774 

(新型コロナウイルス対策)

5/22    724 

(新型コロナウイルス対策)

7/28    343 

(７月大雨災害)

7/31  6,214 

(新型コロナウイルス対策)

527,129 

3 467,018 

(新型コロナウイルス対策

6,907)

▲1.7 8,131 

(新型コロナウイルス対策

8,118)

追加提案     900 

(新型コロナウイルス対策 

900)

①      5,061 

(新型コロナウイルス対策 

5,061)

②      45,709 

(新型コロナウイルス対策 

9,862)

追加提案   1,035 

(新型コロナウイルス対策 

1,035)

①      1,772 

(新型コロナウイルス対策 

1,772)

②    ▲352 

(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191 

減額 ▲1,698)

追加提案  14,774 

(経済対策  13,009)

(新型コロナウイルス対策 

1,765)

①      3,139 

(新型コロナウイルス対策 

3,139)

②    22,309 

(経済対策  10,649)

(新型コロナウイルス対策

11,077)

追加提案   ▲9,366 

7/27    336 

(７月大雨災害)

8/30    265 

(７、８月の大雨・台風)

1/20  1,200 

(新型コロナウイルス対策)

555,792 

4 482,110 

(新型コロナウイルス対策

19,123)

+3.2  ① 3,930 

(新型コロナウイルス対策 

3,930)

②  1,693 

(新型コロナウイルス対策 

868)

追加提案   3,192 

(原油価格・物価高騰対策 

3,192)

 (注)１．平成 25 年 3 月 29 日島根県告示第 231 号により定例県議会招集月を 12 月から 11 月に変更したため「11 月補正」に改称

   ２．平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載
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